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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 総務部（デジタル・行財政改革局デジタル改革推進課） 

【現 状】 

１ マイナンバーカードは、本人確認のための身分証明書としての利用のほか、印鑑登録証明書などの各種証明書の発行、健康保険証としての

利用、e-Tax等の電子証明書を利用した電子申請等、様々な行政サービスを利用可能にするものであり、法令に基づき市区町村が窓口となって

交付事務を行っているものである。（鳥取県内のマイナンバーカード申請率８２．０％〔全国５位〕 令和５年４月末時点） 

２ 本年５月以降、国や市区町村において、コンビニ交付システムの不具合や市区町村職員及び健康保険組合職員による手続き誤り等を原因と

する不適切事案の発表が相次いでいる。（令和５年６月７日時点で公表されている主な事案） 

＜全国の状況＞ 

（１）コンビニ交付システム関連 

・他人の住民票が発行された事案 ・・・・・・・・・・・・・・・ ４団体１４件（東京都足立区、神奈川県横浜市、神奈川県川崎市、徳島県徳島市） 

・廃印処理済みの印鑑登録証明書が発行された事案 ・・・・・・・ ４団体１３件（埼玉県さいたま市、新潟県新潟市、熊本県熊本市、愛媛県今治市） 

・旧住所の証明書が発行された事案 ・・・・・・・・・・・・・・ １団体９件（徳島県板野町） 

（２）公金受取口座登録関連 

・別人の銀行口座が紐づけされた事案 ・・・・・・・・・・・・ 全国７４８件 

・本人ではなく家族名義の口座で登録した事案 ・・・・・・・・・ 全国約１３万件 

（３）マイナンバーカードの健康保険証利用関連 

・別人の情報が紐づけされた事案 ・・・・・・・・・・・・・・ 全国７，３１２件 

・本人の同意がないまま利用登録された事案 ・・・・・・・・・・ 全国５件 

（４）マイナンバーカードの発行関連 

・別人の顔写真が入ったマイナンバーカードが交付された事案 ・・ ２団体２件（三重県松阪市、岐阜県各務原市） 

（５）マイナポイント関連 

・マイナポイントが別人に付与された事案 ・・・・・・・・・・・ 全国９７団体１２１件 

＜県内の状況＞ 

（１）コンビニ交付システム関連 

・利用者集中時に各種証明書の発行ができなくなった事案 ・・・・ 米子市１件、境港市１件、琴浦町１件 

・税証明書の発行ができなくなった事案 ・・・・・・・・・・・・ 境港市１件 

・印鑑登録証明書の印影が拡大されて交付された事案 ・・・・・・ 境港市６件 

（２）マイナポイント関連 

・別人のキャッシュレス決済サービスが登録された事案・・・・・・ 鳥取市１件 

３ これらの不適切事案の発覚を受け、マイナンバー制度を所管する国において、以下の対策が講じられている。 

＜デジタル庁＞ 

・不具合を発生させたコンビニ交付システム提供事業者に対し、一時的にシステムを停止し、総点検の実施を指示 
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・デジタル庁が所管する公金受取口座管理システムにおいて、公金受取口座の紐づけ誤りの総点検を実施 

・市町村に対し、公金受取口座における登録手続支援時に紐づけ誤り事案に関する調査を実施 

・市町村に対し、公金受取口座の登録を行う際の手続マニュアルの遵守を指示 

＜総務省＞ 

・総務省が所管するマイナポイント申込手続支援システムの改修を実施（手続き中に本人確認を複数回実施する仕組みを実装） 

・市町村に対し、コンビニ交付サービスに係る証明書発行サーバ及び関連システムの総点検の実施と必要な対応の指示 

・市町村に対し、マイナポイント申込手続支援時における決済事業者紐づけ誤り事案に関する調査を実施 

・市町村に対し、マイナポイント申込手続支援を行う際の手続マニュアルの遵守を指示 

＜厚生労働省＞ 

・全国の健康保険組合などに対し、保険加入者情報の登録を行う際の手続マニュアルの遵守を指示 

・全国の健康保険組合などに対し、マイナンバーに紐づいた保険加入者情報の総点検を行い、７月末までに結果報告するよう求めた。 

【県の取組状況】 

１ 令和５年５月２３日、河野デジタル大臣による全国的な不適切事案の公表報道を受け、同日中に県内全市町村のマイナンバー事務担当者を

対象とした「マイナンバー事務のトラブル防止に向けた緊急担当者会議」を開催。以下の事項の徹底を確認した。 

・トラブル防止に向けた各種システムの点検及び不具合が発見された場合の必要な対策の実施 

・窓口対応マニュアルの遵守 

・トラブルの発生が確認された場合の対応手順の確認 

２ トラブルが発生した市町村に対し再発防止に向けた助言を実施した。 

３ 令和５年５月３０日、全国知事会長である平井知事らが、河野デジタル大臣及び松本総務大臣に対し、「マイナンバーカードの安全・安定的

な運用に向けた緊急提言」を行った。 

個々の事業者や地方公共団体による対応には限界があることから、国としてマイナンバーカードの活用に係る様々な手続における、各

省庁、地方公共団体及び関係事業者が一体となったチェック体制や、誤った情報紐づけの防止を担保する制度の構築等に取り組むこと。 

４ 今夏、デジタル庁及び総務省に対し国要望を実施する予定としている。 

マイナンバーカードを活用した証明書の誤交付や健康保険証等の紐づけにおける誤登録の再発防止を徹底するため、マイナンバーカード 

のメリットや安全性に関する国民への丁寧な説明はもとより、国、自治体及び事業者が一体となったチェック体制や、誤交付等の防止を 

担保する制度の構築等に取り組むこと。 
 
※参考法令：行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 
（第４条 国の責務）国は、基本理念にのっとり、個人番号その他の特定個人情報の取扱いの適正を確保するために必要な措置を講ずるとともに、個人番号及び法人
番号の利用を促進するための施策を実施するものとする。 
２ 国は、教育活動、広報活動その他の活動を通じて、個人番号及び法人番号の利用に関する国民の理解を深めるよう努めるものとする。 

（第１７条 個人番号カードの交付等） 市町村長は、政令で定めるところにより、当該市町村が備える住民基本台帳に記録されている者に対し、前条第１項の申請
により、その者に係る個人番号カードを交付するものとする。この場合において、当該市町村長は、その者が本人であることを確認するための措置として政令で定
める措置をとらなければならない。 

 

 


